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	処分の概要
	都市再生歩行者経路協定の認可(法第45条の13第3項において準用する退避経路協定、第45条の14第3項において準用する退避施設協定、第45条の21第3項において準用する非常用電気等供給施設協定、第73条第2項において準用する都市再生整備歩行者経路協定及び第109条の4第3項において準用する立地誘導促進施設協定を含む。)

	法令名
根拠条項
	都市再生特別措置法　第45条の2第4項

	法令番号
	平成14年法律第22号

	【基準】
　法第45条の2第4項及び第45条の4第1項の規定による。
　(都市再生歩行者経路協定の締結等)
第45条の2　
4　都市再生歩行者経路協定は、市町村長の認可を受けなければならない。

　(都市再生歩行者経路協定の認可)
第45条の4　市町村長は、第45条の2第4項の認可の申請が次の各号のいずれにも該当するときは、同項の認可をしなければならない。
(1)　申請手続が法令に違反しないこと。
(2)　土地又は建築物等の利用を不当に制限するものでないこと。
(3)　第45条の2第2項各号に掲げる事項(当該都市再生歩行者経路協定において協定区域隣接地を定める場合にあっては、当該協定区域隣接地に関する事項を含む。)について国土交通省令で定める基準に適合するものであること。
(4)　その他当該都市再生緊急整備地域の地域整備方針に適合するものであること。
2　市町村長は、第45条の2第4項の認可をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、かつ、当該都市再生歩行者経路協定を当該市町村の事務所に備えて公衆の縦覧に供するとともに、協定区域である旨を当該協定区域内に明示しなければならない。

(※)都市再生特別措置法
(都市再生歩行者経路協定の締結等)
第四十五条の二　
2　都市再生歩行者経路協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　一　都市再生歩行者経路協定の目的となる土地の区域(以下「協定区域」という。)及び都市再生歩行者経路の位置
　二　次に掲げる都市再生歩行者経路の整備又は管理に関する事項のうち、必要なもの
イ　前号の都市再生歩行者経路を構成する道路の幅員又は路面の構造に関する基準
ロ　前号の都市再生歩行者経路を構成する施設(エレベーター、エスカレーターその他の歩行者の移動上の利便性及び安全性の向上のために必要な設備を含む。)の整備又は管理に関する事項
ハ　その他都市再生歩行者経路の整備又は管理に関する事項
　三　都市再生歩行者経路協定の有効期間

(※)都市再生特別措置法施行規則
(都市再生歩行者経路協定の認可の基準)
第八条の三　法第四十五条の四第一項第三号(法第四十五条の五第二項において準用する場合を含む。)の国土交通省令で定める基準は、次のとおりとする。
　一　協定区域は、その境界が明確に定められていなければならない。
　二　都市再生歩行者経路の整備又は管理に関する事項は、高齢者、障害者等の移動上の利便性及び安全性の向上に資するよう配慮して定められていなければならない。
　三　都市再生歩行者経路協定に違反した場合の措置は、違反した者に対して不当に重い負担を課するものであってはならない。
　四　協定区域隣接地の区域は、その境界が明確に定められていなければならない。
　五　協定区域隣接地は、協定区域との一体性を有する土地の区域でなければならない。

	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和5年7月1日
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